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2012年度政府予算編成に関する要請書

　国民生活の安定に尽力されておられる貴職に対し敬意を表します。

　さて、2012年度予算編成にむけた作業が進められている段階にあたり、下記の課題についてのご検討と積極的な対応を要請します。

（◎が重点課題）

記

【学校用務員関連】

1.　学校における環境安全基準および国と設置者である自治体の責任について、明確にすること。さらには「学校保健安全法」成立時における参議院附帯決議として明記された「専ら学校安全対策に従事する者」の配置を具体化した「学校安全対策基本法」の制定をはかること。

◎2.　学校用務員を、「学校保健安全法」成立時における参議院附帯決議および2008年７月に閣議決定された教育振興基本計画に基づき、「専ら学校安全対策に従事する者、スクールガードリーダー」として位置づけ、配置を明確に定めること。

3.　学校用務員職場においては、作業中の転落死亡事故等の発生に見られるように、危険な作業に従事することが多いことを考慮し、文部科学省として「学校用務職場における安全衛生管理要綱」を策定すること。

【学校給食関連】

◎1.　学校給食法や学校給食衛生管理基準を遵守しない自治体も実在し、今後も食中毒を発生させる可能性がある。子どもたちが安心して学校給食を喫食できるように、罰則規定も含めた学校給食法および学校給食衛生管理基準の改定を行うこと。

2.　学校給食において衛生管理基準を遵守して給食を実施している自治体の情報を、ドライ施設、ウエットドライ施設に分類すること。

3.　大規模食中毒を防止するため、食中毒感染が疑われる給食調理員に対して、出勤停止の規定を定めるなど、学校給食調理施設に対する措置を強化すること。

4.　このたびの福島第一原子力発電所事故により、見えない放射能に対する国民の意識は高まってきている。早急に、学校給食への照射じゃがいもの搬入を中止すること。

【都区政令市共闘会議教育部会・学校事務協議会関係】

1.　公教育の無償化について

◎(１)　義務教育の実質無償化を実現するため、保護者負担金の実態を把握し、その縮減に必要な財源措置や制度改革を行うこと。また、就学援助制度の拡充と条件整備を一層推進すること。

　(２)　高校授業料の無償化制度を存続させるとともに、給付型奨学金の拡充等によりさらなる改善をはかること。また、無償化の年限超過者に対しても、自治体間で取り扱いが相違しており、在学するすべての期間が対象となるよう必要な措置を講じること。

　(３)　学校徴収金における経理事故の防止と適正化をはかるため、地方自治法等の関係諸法令を遵守した会計処理がなされるよう、必要な措置を講じること。

　　　　とくに学校給食費の公会計化については、関係府省とも協議のうえ過去の行政実例を見直し、早急な改善をはかること。

2.　教職員人件費について 

　(１)　義務教育費国庫負担制度の検討にあたっては、税財源の移行措置をともなわない廃止・縮減は行わないこと。とくに学校事務職員のみの廃止・縮減を行わないこと。

　(２)　政令指定都市への負担先変更、中核市への人事権付与など地方分権に立脚した措置を推進すること。

3.　学校事務職員の定数について

　(１)　都道府県立学校事務職員の定数算定にあたっては、安定した校務運営を保障する観点から、事務長を含めて最低３人以上とすること。

　(２)　義務制学校事務職員の定数算定にあたっては、子どもに及ぼす経済格差を解消するために、就学困難な児童生徒にかかる加配を重点的に改善すること。とくに自治体における準要保護児童生徒の認定時期を考慮した加配措置が行われるよう配慮すること。また、大規模校への複数配置基準を改善すること。

4.　学校環境整備について

　(１)　授業等に使用する教材についての予算措置を拡充すること。拡充は文部科学省の審査等を必要としない地方主権に立った財政措置とし、自治体において実質的な改善がはかられるよう具体策を講じること。

　(２)　学校施設の地域実態に応じた多機能化を推進すること。また、インクルーシブ教育の推進や災害時避難場所としての役割を考慮し、ユニバーサルデザインに立った学校施設整備指針の策定と改修等に必要な財源措置を早急に講じること。

　　　　また、「東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備について」緊急提言（2011　　年７月７日文部科学省施設企画課公表）を踏まえ、災害時における児童生徒の安全確保や地域防災拠点としての学校の機能を強化すること。

5.　東日本大震災からの復旧・復興について

　　今回の地震や津波によって、学校施設にもさまざまな被害が発生し、学校施設が子どもや地域住民の避難場所として大きな役割を果たした。2011年７月に東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備に関する検討会（座長　長澤悟東洋大学教授）が行った「東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備について」緊急提言では、地震直後から学校再開までの間に安全確保や緊急避難、長期にわたった避難生活に関して多くの課題があるとして、①学校施設の安全性確保、②地域の拠点としての学校施設の機能の確保、③電力供給力の減少等に対応するための学校施設の省エネルギー対策の三点を提言としてまとめている。この提言を踏まえたうえで次の項目について措置すること。

　(１)　学校機能の早期復旧のための財政措置を行うこと。施設復旧や就学支援、児童生徒・教職員の心理的ケアのための増員措置を特別に行うこと。また、長期的な視点に立った学校施設の復旧や被災児童生徒への就学支援等が必要であり、正規職員による学校事務職員の加配が行われるよう措置すること。

　(２)　復興にあたっては地域住民、児童生徒、教職員の意向を尊重した計画を策定することとし、財政措置を講じること。

　(３)　放射能汚染に対しては、子どもの安全確保を最優先とし、通常の教育活動を保障するために必要な予算を確実に措置すること。

◎6.　子ども手当による学校給食費等の徴収について

　　子ども手当特別措置法の施行にともなう給食費等の徴収については、保護者と学校、教育委員会事務局、子ども手当担当部門との間で煩雑な事務が生じることが予測される。

　　また、子ども手当支給時期の関係から食材提供業者等への支払いに混乱が生じるなど検討すべき課題が多くある。さらに、給食費を含めた学校徴収金が私費会計として処理されている場合、法的根拠（たとえ首長の権限を学校に委任したとしても）や責任の所在が不明確である。

　　給食費の公会計処理を早急に実施するとともに、未納者のみならずすべての児童生徒について、保育料と同様に子ども手当から自動徴収が可能となるよう改善をはかること。

7.　生涯学習の充実等について

　　生涯学習政策の振興にむけて、自治体の厳しい財政状況を認識し、財政措置も含め、国として適切な対応を行うこと。とりわけ、社会教育主事、司書、学芸員などの専門職の配置について、社会教育法等の趣旨を踏まえて充実をはかること。

　　公民館・博物館・図書館等の公的社会教育施設の管理運営について、2010年12月28日付総行経第38号「指定管理者制度の運用について」の趣旨を尊重し、適切に対応をはかること。

8.　学校給食および学校用務に関することについて

　　学校給食調理員および学校用務員は、学校教育の推進に欠かせない職種であり、その　　役割を十分認識し、学校における基幹職員として明確に位置づけること。

【公設試験研究機関関連】

◎1.　2011年８月19日に閣議決定された「第４期科学技術基本計画」では、地域科学技術振興についての言及が（震災復興関係以外では）第３期のものより縮減され、「地方公共団体の公設試験研究機関」（以降、公設試）については全く触れられていない。今後、基本計画に基づいた実施計画等を策定する際には、その役割について言及すること。

　「参考」第３期　第３章－2.－(４)－②

　　「地方公共団体の公設試験研究機関は、地域産業・現場のニーズに即した技術開発・技術指導等を行っているが、これまでの活動成果の検証等を踏まえて、それぞれの特色や強みを活かした業務への選択と集中、さらには地域間の広域的な連携等をはかりつつ、地域の産学官連携に効果的な役割を果たすことが期待される。」

◎2.　東日本大震災により被災地域の公設試は甚大な被害を受け、業務に用いる測定機や分析機も多く損傷した。被災地域の生産者や中小企業を支援するための復興支援事業が2011年度補正予算によって始まっているが、このなかで文科省の実施する事業については地方公設試向け支援が可能な制度設計とすること。

3.　ＪＳＴの地域拠点プラザとサテライトを2013年を目途に廃止する方針と聞いているが、第４期科学技術基本計画や、「科学技術・学術審議会　産業連携・地域支援部会　産学官連携推進委員会」では、イノベーション・エコシステム拠点構築の必要性が強調されている。この不整合をあらため、既存組織の改変により対応することで、産学連携拠点において整備機器が有効活用できるようにすること。

4.　ＪＳＴの実施している、「研究成果最適展開支援プログラム　Ａ－ＳＴＥＰ　ＦＳステージ　探索タイプ」の2011年度第二回公募（９/15締切）について、地方公設試からの応募の採択比率が全体の採択数比と同等となるように地方公設試枠を設けること。

5.　2011年度から実施している「イノベーションシステム整備事業」の「地域イノベーション戦略支援プログラム」についてその実施・進捗状況について説明を求める。また、関係府省が共同で選定した「地域イノベーション戦略推進地域」について選定結果を公表すること。

6.　「都道府県の科学技術に関する予算調査」（2011年１月）により、地方公設試の予算規模が極端に縮減されている県があった。この理由について把握している情報を示すこと。

以　　上　　
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